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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３０年判決分（順号２０１８－１５） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 租税債権存在確認請求事件 

国側当事者・国 

平成３０年３月１３日認容・確定 

 

判 決 

原告 国 

同代表者法務大臣 上川 陽子 

同指定代理人 別紙１指定代理人目録記載のとおり 

被告 株式会社Ｙ 

同特別代理人 ●● 

 

主 文 

１ 原告が、被告に対し、別紙２訴状写し別紙租税債権目録記載の租税債権を有することを確認す

る。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 

 原告は、平成２９年１２月２０日、別紙２訴状写しのとおり主張して、同別紙の別紙租税債

権目録記載の租税債権の消滅時効の中断を目的として、被告に対して同租税債権を有すること

の確認を求めて本件訴えの提起をした。 

 これに対し、被告は、原告の主張は全て不知であると述べる。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 証拠（甲３ないし３０）及び弁論の全趣旨によれば、原告が主張する事実は全て認められる。 

２ よって、原告の請求は理由があるから認容することとして、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 林 俊之 

   裁判官 梶浦 義嗣 

   裁判官 高橋 心平 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

 

高松 浩、島村 清一朗、寺本 大介、赤間 覚、藤山 秀樹 

以上 



3 

（別紙２） 

 

訴状 

 

平成２９年１２月２０日 

 

東京地方裁判所民事部 御中 

 

原告指定代理人  高松 浩 

         島村 清一朗 

         寺本 大介 

         赤間 覚（代） 

         藤山 秀樹（代） 
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原告 国 

代表者法務大臣 上川 陽子 

指定代理人 高松 浩 

 島村 清一朗 

 寺本 大介 

 赤間 覚 

 藤山 秀樹 

被告 株式会社Ｙ 

特別代理人 ●● 

 

租税債権存在確認請求事件 
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第１ 請求の趣旨 

１ 原告が、被告に対し、別紙租税債権目録記載の租税債権を有することを確認する。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

第２ 請求の原因 

１ 被告の現況等 

 被告は、昭和５９年７月●日、東京都北区●●を本店として設立され、現在の本店所在地を東

京都北区●●、事業目的を結婚式、各種パーティー、各種催事の企画・制作等とする、資本金１

０００万円の株式会社である（甲第１号証）。 

 被告は、平成２４年７月●日、株主総会の決議により解散し、Ａ（以下「Ａ」という。）が代

表清算人に就任したものの、Ａは、平成２４年９月●日に死亡しており、以後、現在に至るまで、

被告の清算人は選任されていない（甲第１号証ないし第３号証）。 

２ 原告が被告に対して有する租税債権 

（１）原告は、平成２９年１１月３０日現在、被告に対し、別紙租税債権目録記載のとおり、既に

納期限を経過した合計１００１万９４９６円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権（以下

「本件各租税債権」という。）を有している（甲第４号証の１）。 

（２）王子税務署長は、別紙租税債権目録の順号１ないし２８記載の各源泉所得税の本税及び不納

付加算税について、別表１「源泉所得税の納税告知の状況」（以下、単に「別表１」という。）

記載のとおり、被告に対し、納税の告知を行った（税額の合計５８５万２７９５円）。なお、

別表１の順号１ないし２８記載の各源泉所得税は、それぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号

１ないし２８記載の各源泉所得税に対応している。 

（３）被告は、別紙租税債権目録の順号２９ないし３６記載の各消費税並びに各消費税及び地方消

費税について、別表２「消費税並びに消費税及び地方消費税の確定申告の状況」（以下、単に

「別表２」という。）記載のとおり、王子税務署長に対し、確定申告を行った（税額の合計４

７万０７００円）。なお、別表２の順号１ないし８記載の各消費税並びに各消費税及び地方消

費税は、それぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号２９ないし３６記載の各消費税並びに各消

費税及び地方消費税に対応している。 

３ 滞納処分等の状況 

（１）王子税務署長は、被告に対し、国税通則法（以下「通則法」という。）３７条１項の規定に

基づき、別表３「源泉所得税の督促の状況」（以下、単に「別表３」という。別表３の順号１

ないし２８は、それぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし２８に対応している。）及

び別表４「消費税並びに消費税及び地方消費税の督促の状況」（以下、単に「別表４」という。

別表４の順号１ないし８は、それぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号２９ないし３６に対応

している。）記載のとおり、本件各租税債権につき、督促状によりその納付を督促した（以下

「本件各督促処分」という。甲第５号証及び第６号証の１ないし６４）。 

（２）被告は、平成６年５月３０日、別紙租税債権目録の順号１記載の租税債権について、督促を

された税額のうち、本税相当額である８万２０７１円を納付した（甲第５号証の資料２の１）。 

 その結果、原告は、同日現在、被告に対し、別紙租税債権目録２記載のとおり、既に納期限

を経過した合計１７９万２５２６円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有することと

なったところ（甲第４号証の２）、被告は、同日、王子税務署長に対し、同年７月１日に５０
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万円、同年８月１日から平成７年５月１日までは毎月１３万円、同年５月２９日に延滞税を含

む滞納国税の残額を納付する旨の納付計画を記載した納付予定書を提出した（以下「本件承認

１」という。甲第７号証）。 

 なお、別紙租税債権目録２記載の各租税債権のうち、平成２９年１１月３０日現在も滞納と

なっているものは、順号１、３、４、６ないし１１及び１３に記載の各租税債権であり、これ

らはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし７及び２９ないし３１に記載の各租税

債権に対応している。 

（３）原告は、平成１０年１１月２６日現在、被告に対し、別紙租税債権目録３記載のとおり、既

に納期限を経過した合計４７６万８６２３円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有し

ていたところ（甲第４号証の３）、被告は、同日、王子税務署長に対し、同租税債権の担保と

して、Ａを納税保証人とすることとし、担保提供書（甲第８号証）、納税保証書（甲第９号

証）及び印鑑登録証明書（甲第１０号証）を提出した（以下「本件承認２」という。）。 

 これを受け、王子税務署長は、同日、国税徴収法（以下「徴収法」という。）１５１条１項

２号（平成２６年法律第１０号による改正前のもの）及び１５２条（平成２６年法律第１０号

による改正前のもの）で準用する通則法４６条５項（平成２６年法律第１０号による改正前の

もの）の規定に基づき、Ａの納税保証（以下「本件保証」という。）を担保とし、同租税債権

について、猶予期間を平成１０年１１月２６日から平成１１年１１月２５日まで、納付計画を

平成１０年１２月３１日から平成１１年１０月３１日までの間は毎月末に５万円の納付、平成

１１年１１月２５日に５万円の納付とする換価の猶予を行った（以下「本件換価の猶予」とい

う。甲第１１号証）。 

 なお、別紙租税債権目録３記載の各租税債権のうち、平成２９年１１月３０日現在も滞納と

なっているものは、順号１、３、４、６ないし１８及び２０ないし２３に記載の各租税債権で

あり、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし１４及び２９ないし３４に

記載の各租税債権に対応している。 

（４）原告は、平成１５年７月２３日現在、被告に対し、別紙租税債権目録４記載のとおり、既に

納期限を経過した合計５３０万７７４９円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有して

いたところ（甲第４号証の４）、被告は、同日、王子税務署長に対し、同租税債権について、

同年７月から平成１６年１月まで毎月最低５万円を納付し、平成１６年１月に再度相談する旨

の納付計画を記載した納付誓約書を提出した（以下「本件承認３」という。甲第１２号証）。 

 なお、別紙租税債権目録４記載の各租税債権は、平成２９年１１月３０日現在、いずれも滞

納となっており、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし２０及び２９な

いし３４に記載の各租税債権に対応している。 

（５）原告は、平成１６年９月１日現在、被告に対し、別紙租税債権目録５記載のとおり、既に納

期限を経過した合計５５６万９７１１円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有してい

たところ（甲第４号証の５）、被告は、同日、王子税務署長に対し、同租税債権について、同

年９月末から毎月末までに５万円以上を納付する旨の納付計画を記載した納付誓約書を提出し

た（以下「本件承認４」という。甲第１３号証）。 

 なお、別紙租税債権目録５記載の各租税債権は、平成２９年１１月３０日現在、いずれも滞

納となっており、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし２３及び２９な

いし３４に記載の各租税債権に対応している。 
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（６）原告は、平成１７年１２月７日現在、被告に対し、別紙租税債権目録６記載のとおり、既に

納期限を経過した合計５７０万１６１１円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有して

いたところ（甲第４号証の６）、被告は、同日、王子税務署長に対し、同租税債権について、

同日に５万円、平成１８年１月５日から同年５月５日まで毎月５日に５万円を納付し、滞納国

税の残額については再相談する旨の納付計画を記載した納付誓約書を提出した（以下「本件承

認５」という。甲第１４号証）。 

 なお、別紙租税債権目録６記載の各租税債権は、平成２９年１１月３０日現在、いずれも滞

納となっており、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし２３及び２９な

いし３５に記載の各租税債権に対応している。 

（７）原告は、平成１８年９月５日現在、被告に対し、別紙租税債権目録７記載のとおり、既に納

期限を経過した合計６１７万８６６６円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有してい

たところ（甲第４号証の７）、被告は、同日、王子税務署長に対し、同租税債権について、同

日に５万４６９９円、同年１０月６日から平成１９年３月６日まで毎月５万円を納付し、滞納

国税の残額については相談予定とする旨の納付計画を記載した納付誓約書を提出した（以下

「本件承認６」といい、本件承認１ないし５と併せて「本件各承認」という。甲第１５号証）。 

 なお、別紙租税債権目録７記載の各租税債権は、平成２９年１１月３０日現在、いずれも滞

納となっており、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし２５及び２９な

いし３５に記載の各租税債権に対応している。 

（８）原告は、平成２２年５月２５日現在、被告に対し、別紙租税債権目録８記載のとおり、既に

納期限を経過した合計６３９万５０５３円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有して

いたところ（甲第４号証の８）、王子税務署の徴収職員は、同日、徴収法１４２条１項の規定

に基づき、Ａの立会いの下、被告の事務所等を捜索したが（以下「本件捜索」という。）、差し

押さえるべき財産を発見することはできなかった（甲第１６号証）。 

 なお、別紙租税債権目録８記載の各租税債権は、平成２９年１１月３０日現在、いずれも滞

納となっており、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし３６に記載の各

租税債権に対応している。 

（９）原告は、平成２４年１２月５日現在、被告に対し、別紙租税債権目録９記載のとおり、既に

納期限を経過した合計６０７万７５２８円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有して

いたところ（甲第４号証の９）、王子税務署長は、同日、同租税債権を徴収するため、徴収法

４７条１項及び同法６２条の規定に基づき、被告が株式会社Ｂ銀行（取扱店：赤羽支店）に対

して有する普通預金の払戻請求権等を差し押さえ（以下「本件差押処分」という。甲第１７号

証）、同差押えに係る債権差押通知書は、同月７日、第三債務者である株式会社Ｂ銀行赤羽支

店に送達された（甲第１８号証及び第１９号証）。 

 なお、別紙租税債権目録９記載の各租税債権は、平成２９年１１月３０日現在、いずれも滞

納となっており、これらはそれぞれ、順次、別紙租税債権目録の順号１ないし３６に記載の各

租税債権に対応している。 

（10）王子税務署の徴収職員は、平成２５年１月２５日、本件差押処分に係る被差押債権を取り立

てて、被告の滞納国税に充当した（甲第２０号証及び第２１号証）。 

（11）原告は、平成２９年１１月８日現在、被告に対し、別紙租税債権目録１０記載のとおり、既

に納期限を経過した合計６０７万４７５６円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を有し
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ていたところ（甲第４号証の１０）、本件保証に係る保証人であったＡが平成２４年９月●日

に死亡していたことから（甲第２号証及び第３号証）、王子税務署長は、平成２９年１１月８

日、Ａの相続人である妻Ｃ（甲第３号証）、長女Ｄ（甲第２２号証及び第２３号証）及び二女

Ｅ（甲第２２号証及び第２４号証）に対し、通則法５条及び同法５２条２項の規定に基づき、

本件保証に係る租税債権（別紙租税債権目録３記載の各租税債権）のうち、同日現在も滞納と

なっていた租税債権（別紙租税債権目録１０の順号１ないし１４及び２９ないし３４に記載の

各租税債権）を納付させるため、納付通知書による告知を行った（甲第２５ないし２７号証）。 

 なお、Ｃは、平成２９年４月２６日、本件保証の履行として３６７万９６６０円を納付し、

同納付額は、それぞれ、Ｃ、Ｄ及びＥの上記告知に係る租税債権の一部に充てられた（甲第２

８号証及び第２９号証）。 

（12）原告は、平成２９年１１月１６日現在、被告に対し、別紙租税債権目録１１記載のとおり、

既に納期限を経過した合計１０３０万００９６円（ほかに未確定延滞税あり。）の租税債権を

有していたところ（甲第４号証の１１）、前記（１１）で述べたＣの納付により、本件換価の

猶予に係る租税債権の本税が完納となったことから、王子税務署長は、同日、通則法６３条１

項の規定に基づき、同租税債権に係る延滞税の一部を免除をした（甲第３０号証）。 

４ 本件各租税債権の消滅時効の中断について 

（１）国税の徴収権の時効中断に関する法令の規定等 

ア 通則法７２条は、国税の徴収を目的とする国の権利（以下「国税の徴収権」という。）に

ついて、その国税の法定納期限から５年間行使しないことによって時効により消滅すること

（同条１項）、国税の徴収権の時効は援用を要せず、その利益を放棄できないこと（同条２

項）、国税の徴収権の時効については、同法第７章第２節に別段の定めがあるものを除き、

民法の規定を準用すること（同条３項）を規定している。 

イ 民法における時効の中断事由は、請求、差押え、仮差押え又は仮処分、承認とされ（同法

１４７条各号）、中断した時効は、その中断事由が終了した時から新たに進行するとされて

いる（同法１５７条１項）。 

 なお、民法１４７条３号の承認について、その具体的な方法としては、債務の一部弁済、

担保の供与、支払の猶予の懇請などがある（川島武宜編「注釈民法（５）総則（５）」１２

４ないし１２８ページ）。 

ウ なお、滞納処分による差押えのため捜索を行ったものの、差し押さえるべき財産がないた

めに差押えをができなかった場合でも、その捜索に着手した時に時効中断の効力が生じるも

のと解されている（名古屋地裁昭和４２年１月３１日判決・訟務月報１３巻４号４９０ペー

ジ）。 

エ 通則法７３条１項は、国税の徴収権の時効は、特定の処分に係る部分の国税については、

その処分の効力が生じた時に中断し、同項各号に掲げる期間を経過した時から更に進行する

ことを規定しているところ、同項３号は、納税に関する告知をした国税について、その期間

を、その告知に指定された納付に関する期限までの期間とし、同項４号は、督促をした国税

のその期間について、督促状又は督促のための納付催告書を発した日から起算して１０日を

経過した日までの期間と規定している。 

 また、同条４項は、国税の徴収権の時効は、徴収若しくは滞納処分に関する猶予等に係る

部分の国税につき、それらの猶予がされている期間内は進行しないことを、同条５項は、国
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税についての国税の徴収権の時効が中断し、又は当該国税が納付されたときは、その中断し、

又は納付された部分の国税に係る延滞税についての国税の徴収権につき、その時効が中断す

ることを規定している。 

（２）本件各租税債権の消滅時効の中断について 

ア 本件各租税債権について、前記（１）で述べた国税の徴収権の時効中断に関する法令の規

定を当てはめ、時効中断の状況を一覧にしたものが別紙「本件各租税債権の時効中断一覧

表」であり、まず、本件各租税債権のうち、各源泉所得税の徴収権の消滅時効は、各法定納

期限の翌日から進行し、通則法３６条１項２号の規定に基づく納税の告知により中断した後、

同告知に指定された納期限の翌日から新たに進行し（同法７３条１項柱書き及び３号）、ま

た、本件各租税債権のうち、各消費税並びに各消費税及び地方消費税の徴収権の消滅時効は、

各法定納期限（納期限も同日）の翌日から進行しているところ、本件各租税債権は各納期限

までに完納されなかったため、いずれも各納期限の翌日から５年を経過しないうちに、同法

３７条１項の規定に基づき本件各督促処分が行われている（甲第５号証及び第６号証の１な

いし６４、別表１ないし４）。これにより、本件各租税債権の消滅時効は再度中断し、本件

各督促処分に係る督促状を発した日から起算して１０日を経過した日の翌日から新たに進行

している（同法７３条１項４号）。 

イ その後、本件各租税債権については、以下のとおり、いずれも本件各督促処分後の時効の

進行開始から５年を経過しないうちに、被告による一部納付、本件各承認、原告による本件

捜索及び本件差押処分が行われ、これにより徴収権の消滅時効が中断している（民法１４７

条２号及び３号）。 

（ア）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号１ないし７及び２９ないし３１記載の

各租税債権については、平成６年５月３０日の一部納付（甲第５号証の資料２の１）及び

本件承認１（甲第７号証）により、徴収権の消滅時効が中断している。 

 そして、同各租税債権の徴収権の消滅時効は、一部納付及び本件承認１の後、それぞれ

中断事由から５年以内になされた平成１０年１１月２６日の本件承認２（甲第８号証）、

平成１５年７月２３日の本件承認３（甲第１２号証）、平成１６年９月１日の本件承認４

（甲第１３号証）、平成１７年１２月７日の本件承認５（甲第１４号証）、平成１８年９月

５日の本件承認６（甲第１５号証）、平成２２年５月２５日の本件捜索及び平成２４年１

２月５日付け本件差押処分（甲第１８号証及び第１９号証）により中断している。 

 なお、本件各承認について、被告は、王子税務署長に対し、前記３（２）で述べた納付

予定書（甲第７号証）、前記３（３）で述べた担保提供書（甲第８号証）、前記３（４）な

いし（７）で述べた納付誓約書（甲第１２号証ないし第１５号証）をそれぞれ提出してい

るところ、まず、納付予定書及び納付誓約書（甲第７号証及び第１２号証ないし第１５号

証）については、別紙滞納税金目録に記載された滞納国税を、納付予定書及び納付誓約書

の「納付計画」欄のとおりに納付する旨が記載された文書であり、これは、被告の王子税

務署長に対する、承認の具体的方法としての「支払の猶予の懇請」に当たる（前記（１）

イ）。また、担保提供書（甲第８号証）については、別紙に記載された猶予税額の納税担

保として納税保証書を提供する旨記載され、被告は、これと併せて、王子税務署長に対し、

Ａの納税保証書（甲第９号証）及び印鑑登録証明書（甲第１０号証）を提出しており、こ

れは、被告の王子税務署長に対する、承認の具体的方法としての「担保の供与」に当たる
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（前記（１）イ）。 

（イ）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号８ないし１４及び３２ないし３４記載

の各租税債権については、平成１０年１１月２６日の本件承認２により、徴収権の消滅時

効が中断している。 

 そして、同各租税債権の徴収権の消滅時効は、本件承認２の後、それぞれ中断事由から

５年以内になされた本件承認３ないし６、本件捜索及び本件差押処分により中断している。 

（ウ）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号１５ないし２０記載の各租税債権につ

いては、平成１５年７月２３日の本件承認３により、徴収権の消滅時効が中断している。 

 そして、同各租税債権の徴収権の消滅時効は、本件承認３の後、それぞれ中断事由から

５年以内になされた本件承認４ないし６、本件捜索及び本件差押処分により中断している。 

（エ）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号２１ないし２３記載の各租税債権につ

いては、平成１６年９月１日の本件承認４により、徴収権の消滅時効が中断している。 

 そして、同各租税債権の徴収権の消滅時効は、本件承認４の後、それぞれ中断事由から

５年以内になされた本件承認５、同６、本件捜索及び本件差押処分により中断している。 

（オ）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号３５記載の租税債権については、平成

１７年１２月７日の本件承認５により、徴収権の消滅時効が中断している。 

 そして、同租税債権の徴収権の消滅時効は、本件承認５の後、それぞれ中断事由から５

年以内になされた本件承認６、本件捜索及び本件差押処分により中断している。 

（カ）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号２４及び２５記載の各租税債権につい

ては、平成１８年９月５日の本件承認６により、徴収権の消滅時効が中断している。 

 そして、同各租税債権の徴収権の消滅時効は、本件承認６の後、それぞれ中断事由から

５年以内になされた本件捜索及び本件差押処分により中断している。 

（キ）本件各租税債権のうち、別紙租税債権目録の順号２６ないし２８及び３６記載の各租税

債権については、平成２２年５月２５日の本件捜索により、徴収権の消滅時効が中断して

いる。 

 そして、同各租税債権の徴収権の消滅時効は、本件捜索から５年以内になされた本件差

押処分により中断している。 

ウ 以上のとおり、本件各租税債権の徴収権の消滅時効は、いずれも平成２４年１２月５日付

けでなされた本件差押処分により中断していたところ、同消滅時効は、王子税務署の徴収職

員が本件差押処分に係る被差押債権を取り立てた平成２５年１月２５日の翌日から新たに進

行した（差押えによる時効中断の効力は、差押手続が終了するまで継続する（荒井勇ほか共

編「国税通則法精解（第１５版）」８４７ページ））。 

５ 本件各租税債権存在確認請求の必要性（確認の利益） 

 原告は、本件保証に係る租税債権を納付させるため、通則法５条及び同法５２条２項の規定に

基づき、Ｃ、Ｄ及びＥに納付通知書による告知をしたが（甲第２５ないし２７号証）、保証人に

対する時効中断の効力は本件各租税債権の徴収権には及ばない。 

 また、被告の財産が現在において皆無であることから、被告に対する滞納処分等による時効中

断措置を採ることができない。 

 したがって、このまま放置すれば、本件各租税債権の徴収権は、本件差押処分に係る被差押債

権を取り立てた平成２５年１月２５日の翌日から５年の経過（平成３０年１月２５日）をもって
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消滅時効が完成し、その附従性から本件保証に係る債務も消滅することとなり、本件各租税債権

の徴収確保に支障が生じるため、原告は、時効中断のために本件訴訟を提起するものであり（民

法１４７条１号）、確認の利益は認められる。 

 

第３ 結語 

 よって、原告は、時効の進行を中断するため、被告に対し、本件各租税債権を有することの確

認を求める次第である。 
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別紙「租税債権目録」、別表１から別表４まで 省略 
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別紙 
本件各租税債権の時効中断一覧表 

一部納付 本件承認１ 本件承認２ 本件承認３ 本件承認４ 本件承認５ 本件承認６ 本件捜索 本件差押処分 
順号 税目 課税区分 課税期間 法定納期限 

納税の告知 
又は 

確定申告 

納期限 本件各督促処分 
平成6.5.30 平成10.11.26 平成15.7.23 平成16.9.1 平成17.12.7 平成18.9.5 平成22.5.25 平成24.12.5 

1 源泉所得税 告知 平成1年12月 平成2.1.10 平成2.6.27 平成2.7.27 平成2.8.17 ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

2 源泉所得税 告知 平成2年6月 平成2.7.10 平成2.9.26 平成2.10.26 平成2.11.16  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 源泉所得税 告知 平成2年12月 平成3.1.10 平成3.6.26 平成3.7.26 平成3.8.20  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 源泉所得税 告知 
平成3年7月～ 
平成3年12月 

平成4.1.10 平成4.11.16 平成4.12.16 平成5.1.21  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

5 源泉所得税 告知 
平成4年1月～ 
平成4年6月 

平成4.7.10 平成4.11.16 平成4.12.16 平成5.1.21  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

6 源泉所得税 告知 平成4年12月 平成5.1.11 平成5.12.27 平成6.1.27 平成6.2.22  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

7 源泉所得税 告知 平成5年6月 平成5.7.12 平成5.12.27 平成6.1.27 平成6.2.22  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

8 源泉所得税 告知 平成5年12月 平成6.1.10 平成6.6.1 平成6.7.1 平成6.7.21   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

9 源泉所得税 告知 平成6年6月 平成6.7.11 平成6.9.30 平成6.10.31 平成6.11.29   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

平成6年12月 平成7.1.10 

平成7年6月 平成7.7.10 10 源泉所得税 告知 

平成7年12月 平成8.1.10 

平成8.11.27 平成8.12.27 平成9.1.17   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

11 源泉所得税 告知 平成8年6月 平成8.7.10 平成8.11.27 平成8.12.27 平成9.1.17   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

12 源泉所得税 告知 平成8年12月 平成9.1.10 平成9.6.30 平成9.7.31 平成9.8.29   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

平成9年1月 
～平成9年6月 

平成9.7.10 
13 源泉所得税 告知 

平成9年7月 
～平成9年12月 

平成10.1.12 

平成10.6.3 平成10.7.3 平成10.7.23   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

14 源泉所得税 告知 
平成10年1月 

～平成10年6月 
平成10.7.10 平成10.10.30 平成10.11.30 平成11.6.25   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

15 源泉所得税 告知 
平成10年7月 

～平成10年12月 
平成11.1.11 平成11.6.29 平成11.7.29 平成11.8.27    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

16 源泉所得税 告知 
平成11年1月 

～平成11年6月 
平成11.7.12 平成11.11.26 平成11.12.27 平成12.1.26    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

17 源泉所得税 告知 
平成12年7月 

～平成12年12月 
平成13.1.10 平成13.6.29 平成13.7.30 平成13.8.29    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

18 源泉所得税 告知 
平成13年1月 

～平成13年6月 
平成13.7.10 平成13.12.25 平成14.1.25 平成14.2.25    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

19 源泉所得税 告知 
平成13年7月 

～平成13年12月 
平成14.1.10 平成14.4.30 平成14.5.31 平成14.6.25    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

20 源泉所得税 告知 
平成14年1月 

～平成14年6月 
平成14.7.10 平成14.11.27 平成14.12.27 平成15.1.29    ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

21 源泉所得税 告知 
平成14年7月 

～平成14年12月 
平成15.1.10 平成15.5.30 平成15.6.30 平成15.7.28     ○ ○ ○ ○ ○ 

22 源泉所得税 告知 
平成15年1月 

～平成15年6月 
平成15.7.10 平成15.11.26 平成15.12.26 平成16.1.26     ○ ○ ○ ○ ○ 

23 源泉所得税 告知 
平成15年7月 

～平成15年12月 
平成16.1.13 平成16.6.29 平成16.7.29 平成16.8.25     ○ ○ ○ ○ ○ 

平成16年1月 
～平成16年6月 

平成16.7.12 

平成16年7月 
～平成16年12月 

平成17.1.11 24 源泉所得税 告知 

平成17年1月 
～平成17年6月 

平成17.7.11 

平成17.12.27 平成18.1.27 平成18.2.24       ○ ○ ○ 

25 源泉所得税 告知 
平成17年7月 

～平成17年12月 
平成18.1.10 平成18.5.31 平成18.6.30 平成18.7.26       ○ ○ ○ 

26 源泉所得税 告知 
平成18年1月 

～平成18年6月 
平成18.7.10 平成18.12.28 平成19.1.29 平成19.2.22        ○ ○ 

27 源泉所得税 告知 
平成18年7月 

～平成18年12月 
平成19.1.10 平成19.4.27 平成19.5.28 平成19.6.26        ○ ○ 

28 源泉所得税 告知 
平成19年1月 

～平成19年6月 
平成19.7.10 平成19.11.28 平成19.12.28 平成20.1.25        ○ ○ 

29 消費税 確定 
昭和63年7月1日～ 
平成1年6月30日 

平成1.10.2 平成1.9.28 平成1.10.2 平成1.12.12  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

30 消費税 確定 
平成2年7月1日～ 
平成3年6月30日 

平成3.9.2 平成3.8.27 平成3.9.2 平成3.10.4  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

31 消費税 確定 
平成4年7月1日～ 
平成5年6月30日 

平成5.8.31 平成5.8.31 平成5.8.31 平成5.9.28  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

32 消費税 確定 
平成5年7月1日～ 
平成6年6月30日 

平成6.8.31 平成6.8.31 平成6.8.31 平成6.10.6   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

33 消費税 確定 
平成6年7月1日～ 
平成7年6月30日 

平成7.8.31 平成7.8.31 平成7.8.31 平成7.10.26   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

34 消費税及地方消費税 確定 
平成8年7月1日～ 
平成9年6月30日 

平成9.9.1 平成9.9.1 平成9.9.1 平成9.9.22   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

35 消費税及地方消費税 確定 
平成16年7月1日～ 
平成17年6月30日 

平成17.8.31 平成17.8.31 平成17.8.31 平成17.9.27      ○ ○ ○ ○ 

36 消費税及地方消費税 確定 
平成17年7月1日～ 
平成18年6月30日 

平成18.8.31 平成18.8.31 平成18.8.31 平成18.9.26        ○ ○ 

※略語は、訴状の例による。 

※○印が記載されている部分が、時効中断があったことを表す。 


